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付録１ 公害等調整委員会に係属した公害紛争事件一覧 

凡 例 

１ 平成25年３月31日までに受け付けた事件を収録した。 

２  事件の表示について 

 終結区分における「引継ぎ」、「移送」及び「回付」は次のとおり。 

公害等調整委員会は、その調停に係る事件について、相当と認める理由があるときは、

当事者の同意を得、かつ、都道府県の審査会等と協議した上、事件を関係都道府県の審査

会等に引き継ぐことができる（公害紛争処理法第38条）。 

公害等調整委員会は、事件がその管轄に属しないと認めるときは、当該事件を管轄審査

会等に移送する（公害紛争処理法第25条）。 

公害等調整委員会が県際事件の申請を直接受けた場合は、公害紛争処理法第24条、第27

条の趣旨から、移送手続は採らずに、当該事件をいずれか一の都道府県知事に回付する。 
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あっせん事件 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成６年(ア) 北陸新幹線騒音防止等 6. 9. 8 長野県住民 日本鉄道建 ①防音措置 6.12.21 あっせん打切り 

第１号 あっせん申請事件 12人 設公団外２ ②道路付替計画の

人 変更 

平成14年(ア) 尼崎市大気汚染被害防 14.10.15 兵庫県住民 国（代表者 大阪高等裁判所に 15. 6.26 あっせん成立 

第１号 止あっせん申請事件 15. 5.14 21人 国土交通大 おける和解条項の

外１件 臣） 

阪神高速道

履行 

路公団 

 

 

 

調停事件 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和46年(調)

第１号 

外１件 

鹿児島湾における真珠

養殖不能に係る損害賠

償調停申請事件 

46. 1.21 

46. 3.31 

（引継ぎ） 

真珠養殖会

社 

石油基地 賠償請求（約４億

7,000万円） 

46. 

48. 

1.25 

3. 2 

移送 

取下げ（和解成

立） 

昭和46年(調)

第３号 

香川県三豊郡地先海域

における製紙・パルプ

工場排水による漁業被

害に係る損害賠償等調

停申請事件 

46.10.11 香川県漁民

1,390人 

製紙・パル

プ会社72社 

①賠償請求 

（約10億2,000万

円） 

②海底堆積物の撤

去等 

47.10.17 調停成立 

昭和46年(調)

第４号 

不知火海沿岸における

水俣病に係る損害賠償

46.12.24 

～19. 9.10 

水俣病認定

患者等 

化学肥料等

製造会社等 

賠償請求 47. 

～20. 

2.21 

3.24 

調停成立1,461人 

取下げ等90人 

外616件 調停申請事件 1,551人 

昭和47年(調)

第８号 

外３件 

渡良瀬川沿岸における

鉱毒による農作物被害

に係る損害賠償調停申

47. 

～48. 

3.31 

6.15  

群馬県農民

971人 

鉱業会社 賠償請求 

（約39億円） 

49. 5.11 調停成立 

昭和49年(調)

第22号 

外１件 

請事件 49.11.15 

51. 8.27 

群馬県農民

36人 

賠償請求 

（約6,000万円） 

52.12.23 取下げ（和解成

立） 

昭和48年(調)

第１号 

外22件 

大阪国際空港騒音調停

申請事件 

48. 

～51. 

2.15 

2.10 

兵庫県等住

民20,138人 

国（代表者

運輸大臣） 

①飛行場使用差止

め 

②騒音対策 

③賠償請求 

50.10.28 

11.14 

53. 3.16 

3.28 

55. 6.30 

騒音対策につい

て一部調停成立 

賠償請求につい

て一部調停成立 

飛行場使用差止

7.16 めについて一部

 調停成立 

61.12.23 調停成立 

昭和48年(調)

第31号 

徳山湾における漁業被

害に係る損害賠償等調

48.11.29 

 

山口県漁民

232人 

徳山湾東海

域臨海企業

①海底堆積物の撤

去 

50. 6. 2 調停成立 

停申請事件 12社 ②汚水排出差止め 

③賠償請求（約10

億1,000万円） 

昭和50年(調)

第５号 

50. 4. 9 山口県漁民

377人 

徳山湾西海

域沿岸企業

①海底堆積物の撤

去 

51. 8.24 調停成立 

10社 ②汚水排出差止め 

③賠償請求（約11

億円） 

昭和53年(調)

第25号 

大阪国際空港騒音対策

防音工事調停申請事件 

53. 4.12 大阪府住民

２人 

国（代表者

運輸大臣） 

家屋の防音工事の

施工 

53.10.11 調停打切り 

 
 

 

 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和56年(調)

第16号 

大阪国際空港騒音調停

申請事件 

56. 4.30 兵庫県住民

592人 

国（代表者

運輸大臣） 

①航空機騒音に係

る環境基準の達成 

②飛行場使用差止

め 

③騒音対策 

④賠償請求 

62. 4.23 取下げ 

昭和56年(調)

第33号 

仙台湾養殖海苔被害等

調停申請事件 

56.10.27 仙台市 漁業協同組

合 

漁業被害等に係る

被申請人に対する

債務不存在の確認 

元. 3.27 取下げ 

昭和62年(調)

第17号 

外２件 

 

スパイクタイヤ粉じん

被害等調停申請事件 

 

62.10.24 

（引継ぎ） 

～63. 2.24 

長野県弁護

士等269人 

スパイクタ

イヤメーカ

ー７社 

スパイクタイヤの

製造・販売の中止 

63. 6. 2 調停成立 

 

昭和63年(調)

第４号 

新幹線騒音被害等調停

申請事件 

63. 1.29 大阪府住民

７人 

旅客鉄道会

社 

家屋の防音・防振

工事の施行等 

元. 7.17 調停打切り 

平成元年(調)

第８号 

平成２年(調)

第７号 

スパイクタイヤ使用禁

止等調停申請事件 

元. 8.24 

 

2. 4.25 

（引継ぎ） 

長野県弁護

士73人 

国（代表者

環境庁長

官、通商産

業大臣、運

輸大臣、建

設大臣、自

治大臣及び

警察庁長

官） 

スパイクタイヤの

使用等を全面的に

中止する等の適切

な措置 

元.12.25 

3. 3.29 

移送 

取下げ 

平成元年(調)

第11号 

平成２年(調)

第16号 

 

元.10.19 

 

2. 7.17 

（引継ぎ） 

北海道弁護

士等319人 

元.12.25 

3. 3.28 

移送 

取下げ 

平成２年(調)

第１号 

ゴルフ場農薬被害等調

停申請事件 

2. 1. 8 埼玉県住民

等51人 

ゴルフ場建

設会社 

ゴルフ場建設工事

の着手及び操業の

停止 

2. 1.22 移送 

平成２年(調)

第３号 

軽井沢町ゴルフ場農薬

被害等調停申請事件 

2. 1.19 長野県住民

１人 

ゴルフ場建

設会社 

長野県 

①ゴルフ場計画の

中止 

②長野県知事の議

会発言の撤回 

2. 2. 5 移送 

平成２年(調)

第４号 

小諸市ゴルフ場農薬被

害等調停申請事件 

2. 1.19 長野県住民

１人 

ゴルフ場建

設会社 

長野県 

①ゴルフ場計画の

中止 

②長野県知事の議

会発言の撤回 

2. 2. 5 移送 

平成２年(調)

第６号 

外３件 

東京湾横断道路建設被

害等調停申請事件 

2. 3.28 

～ 3. 1. 9 

千葉県等住

民90人 

国（代表者

建設大臣）

日本道路公

団 

道路建設会

社 

建設工事の中止 2. 5.10 

3. 8. 2 

回付 

調停打切り 

平成２年(調)

第12号 

山梨・静岡ゴルフ場農

薬被害等調停申請事件 

2. 5.25 静岡県住民

130人 

ゴルフ場建

設会社 

ゴルフ場建設中止 3. 5.14 調停成立 

平成２年(調)

第13号 

長野県ゴルフ場開発指

導要綱調停申請事件 

2. 5.30 長野県住民

13人 

長野県 「長野県ゴルフ場

開発事業に関する

指導要綱」の遵守 

2. 6.25 調停申請却下 

平成２年(調)

第15号 

却下決定取消等調停申

請事件 

 

2. 7. 3 平成２年

(調)第13号

事件の申請

人のうち１

人 

公害等調整

委員会 

平成２年(調)第13

号事件の却下の取

消し 

2. 7.16 調停申請却下 

平成２年(調)

第18号 

外１件 

原子炉運転停止等調停

申請事件 

2.10. 1 

3. 1.11 

大阪府住民

51人 

電力会社 現在停止中の原子

炉の運転を再開し

ないこと 

3.10.28 調停打切り 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和56年(調) 大阪国際空港騒音調停 56. 4.30 兵庫県住民 国（代表者 ①航空機騒音に係 62. 4.23 取下げ 

第16号 申請事件 592人 運輸大臣） る環境基準の達成 

②飛行場使用差止

め 

③騒音対策 

④賠償請求 

昭和56年(調) 仙台湾養殖海苔被害等 56.10.27 仙台市 漁業協同組 漁業被害等に係る 元. 3.27 取下げ 

第33号 調停申請事件 合 被申請人に対する

債務不存在の確認 

昭和62年(調) スパイクタイヤ粉じん 62.10.24 長野県弁護 スパイクタ スパイクタイヤの 63. 6. 2 調停成立 

第17号 被害等調停申請事件 （引継ぎ） 士等269人 イヤメーカ 製造・販売の中止  

外２件  ～63. 2.24 ー７社 

 

昭和63年(調) 新幹線騒音被害等調停 63. 1.29 大阪府住民 旅客鉄道会 家屋の防音・防振 元. 7.17 調停打切り 

第４号 申請事件 ７人 社 工事の施行等 

平成元年(調) スパイクタイヤ使用禁 元. 8.24 長野県弁護 国（代表者 スパイクタイヤの 元.12.25 移送 

第８号 止等調停申請事件  士73人 環境庁長 使用等を全面的に 3. 3.29 取下げ 

平成２年(調) 2. 4.25 官、通商産 中止する等の適切

第７号 （引継ぎ） 業大臣、運 な措置 

平成元年(調)

第11号 

元.10.19 

 

北海道弁護

士等319人 

輸大臣、建

設大臣、自

元.12.25 

3. 3.28 

移送 

取下げ 

平成２年(調)

第16号 

 

2. 7.17 

（引継ぎ） 

治大臣及び

警察庁長

官） 

平成２年(調) ゴルフ場農薬被害等調 2. 1. 8 埼玉県住民 ゴルフ場建 ゴルフ場建設工事 2. 1.22 移送 

 第１号 停申請事件 等51人 設会社 の着手及び操業の

停止 

平成２年(調) 軽井沢町ゴルフ場農薬 2. 1.19 長野県住民 ゴルフ場建 ①ゴルフ場計画の 2. 2. 5 移送 

第３号 被害等調停申請事件 １人 設会社 中止 

長野県 ②長野県知事の議

会発言の撤回 

平成２年(調) 小諸市ゴルフ場農薬被 2. 1.19 長野県住民 ゴルフ場建 ①ゴルフ場計画の 2. 2. 5 移送 

第４号 害等調停申請事件 １人 設会社 中止 

長野県 ②長野県知事の議

会発言の撤回 

平成２年(調) 東京湾横断道路建設被 2. 3.28 千葉県等住 国（代表者 建設工事の中止 2. 5.10 回付 

第６号 害等調停申請事件 ～ 3. 1. 9 民90人 建設大臣） 3. 8. 2 調停打切り 

外３件 日本道路公

団 

道路建設会

社 

平成２年(調) 山梨・静岡ゴルフ場農 2. 5.25 静岡県住民 ゴルフ場建 ゴルフ場建設中止 3. 5.14 調停成立 

第12号 薬被害等調停申請事件 130人 設会社 

平成２年(調) 長野県ゴルフ場開発指 2. 5.30 長野県住民 長野県 「長野県ゴルフ場 2. 6.25 調停申請却下 

第13号 導要綱調停申請事件 13人 開発事業に関する

指導要綱」の遵守 

平成２年(調) 却下決定取消等調停申 2. 7. 3 平成２年 公害等調整 平成２年(調)第13 2. 7.16 調停申請却下 

第15号 請事件 (調)第13号 委員会 号事件の却下の取

 事件の申請 消し 

人のうち１

人 

平成２年(調) 原子炉運転停止等調停 2.10. 1 大阪府住民 電力会社 現在停止中の原子 3.10.28 調停打切り 

第18号 申請事件 3. 1.11 51人 炉の運転を再開し

外１件 ないこと 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成３年(調)

第８号 

外１件 

北陸新幹線騒音防止等

調停申請事件 

3. 

4. 

6.13 

5.27 

長野県等住

民11人 

日本鉄道建

設公団 

北陸新幹線の 

①高崎～軽井沢間

については工事の

～ 

4. 

6. 

3.27 

1.28 

一部調停成立 

一部調停打切り 

一部取下げ 

中止 

②軽井沢～長野間

については計画の

変更 

平成５年(調)

第１号 

外１件 

東海道新幹線騒音・振

動被害等調停申請事件 

5. 

6. 

2. 4 

1.10 

神奈川県住

民２人 

旅客鉄道会

社 

①賠償請求 

②騒音対策(減速) 

6. 1.10 調停成立 

平成５年(調)

第２号 

外１件 

液体洗剤水質汚濁被害

等調停申請事件 

5. 

6. 

7. 9 

2.21 

静岡県等住

民18人 

洗剤製造会

社 

①全製品の回収 

②回収製品の安全

な処分 

7. 

10. 

3. 2 

3.17 

参加申立取下げ 

一部調停成立 

一部調停打切り 

 ③雑菌混入経緯等

の情報開示 

平成５年(調)

第４号 

外２件 

豊島産業廃棄物水質汚

濁被害等調停申請事件 

   

～ 

5.12.21 

8.10.23 

香川県住民

549人 

廃棄物処理

業者、廃棄

物排出事業

者及び香川

県ら27人 

国（代表者

厚生大臣） 

①産業廃棄物の撤

去 

②賠償請求 

9.12.19 

～12. 1.12 

 

 12. 5.29 

 

 

12. 6. 6 

一部調停成立

（排出事業者19

社） 

一部取下げ（香

川県職員２人） 

一部調停成立

（香川県） 

一部調停打切り

（廃棄物処理業

者、その実質的

 経営者ら及び排

出事業者２人） 

一部取下げ

（国） 

 

平成６年(調)

第２号 

ＣＮＰ水質汚濁被害調

停申請事件 

6. 1.11 埼玉県等住

民103人 

化学薬品製

造会社 

ＣＮＰ及びこれを

原体とする除草剤

6. 4.14 取下げ 

の製造、販売及び

使用の中止等 

平成６年(調)

第３号 

高圧ガス集配所騒音被

害等調停申請事件 

6. 1.19 東京都住民

１人 

プレス事業

者等６社 

①騒音・振動の規

制 

7. 6.26 調停打切り 

②賠償請求 

平成６年(調)

第５号 

外３件 

金属加工工場騒音・振

動被害調停申請事件 ～ 

6. 

6. 

2.25 

4.26 

東京都住民

９人 

鍛造事業者

２社 

騒音・振動の規制 8. 

 

 

6.26 調停成立 

（8.6.12各被申

請人に係る手続

 

8.11.21 

を分離） 

調停成立 

平成６年(調)

第６号 

新潟県ＣＮＰ水質汚濁

被害調停申請事件 

6. 3.18 新潟県住民

3,850人 

化学薬品製

造会社 

ＣＮＰ及びこれを

原体とする除草剤

の製造、販売及び

6. 5. 2 取下げ 

使用の中止 

 

平成７年(調)

第１号 

送電線建設土壌汚染被

害等調停申請事件 

7. 1.23 島根県等住

民32人 

国（代表者

通商産業大

鉄塔等の建設を中

止 

7. 

 

3. 8 一部取下げ 

調停打切り 

臣） 

電力会社 

8. 2.13 

平成７年(調)

第２号 

中海本庄工区干陸事業

水質汚濁被害等調停申

7. 

8. 

9. 6 

1.19 

島根県等住

民36人 

国（代表者

農林水産大

全面干陸事業を行

わないこと等 

13. 4. 6 調停成立 

外１件 請事件 臣）  



─ 121 ─

付

録
　

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成８年(調)

第２号 

松枯れ対策農薬空中散

布大気汚染被害等調停

8. 8.22 島根県等住

民３人 

益田市 

島根県 

①農薬空中散布の

中止 

10. 

 

8. 5 申請人１人につい

て調停をしない旨

申請事件 田万川町 

山口県 

②松枯れ対策とし

て農薬空中散布以

 

11. 3.15 

の決定 

調停打切り 

農林水産省 外の方法の選択 

平成９年(調)

第１号 

製鉄所大気汚染健康被

害工場移転等調停申請

9. 7. 7 和歌山県住

民33人 

製鉄会社 ①埋立移転計画に

基づく製鉄所の移

9. 8.29 移送 

事件 転 

②ばいじんの総量

規制 

③被害補償 

平成10年(調)

第２号 

四日市市産業廃棄物処

分場水質汚濁防止等調

10.12. 4 三重県住民

８人 

廃棄物処理

業者 

①積み荷の展開検

査 

13. 1.10 調停打切り 

停申請事件 廃棄物排出

事業者20社 

②処分場内立入・

サンプル採取 

③処理を委託した

産業廃棄物の種

類、性質、数量等

の公開 

平成11年(調)

第３号 

北陸新幹線騒音防止等

調停申請事件 

11. 5.13 長野県住民

19人 

日本鉄道建

設公団 

①騒音・振動対策 

②賠償請求 

③農家が日陰にな

ったことによる補

11.10. 8 調停打切り 

 

償金の支払 

平成13年(調)

第２号 

外１件 

核融合科学研究所重水

素実験中止調停申請事

件 

13. 

14. 

7. 9 

2.26 

岐阜県等住

民8,138人 

国（代表者

文部科学大

臣） 

重水素実験を実施

しないこと 

15.11.12 調停打切り 

平成13年(調)

第３号 

清瀬・新座低周波騒音

被害等調停申請事件 

13.11. 7 埼玉県等住

民10人 

医療法人 ①防音・防振対策 

②慰謝料の支払 

15. 3.11 調停成立 

平成14年(調)

第２号 

九州新幹線騒音被害防

止等調停申請事件 

14.10. 4 熊本県住民

10人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

日本鉄道建

①緩衝地帯の設置 

②移転補償費の支

払 

17. 6.28 調停打切り 

設公団（現

独立行政法

人鉄道建

設・運輸施

設整備支援

機構） 

熊本県 

水俣市 

八代市 

旅客鉄道会

社 

平成15年(調)

第１号 

東京都地下鉄等騒音・

振動被害防止調停申請

事件 

15. 3.10 

（引継ぎ） 

東京都住民

６人 

東京都 

旅客鉄道会

社 

列車の運行に伴う

騒音・振動の軽減 

17. 6.16 調停成立 

平成15年(調)

第５号 

新潟空港騒音被害調停

申請事件 

15. 6.27 

15.10.31 

新潟県住民

５人 

国（代表者

国土交通大

騒音対策等 16. 6. 1 取下げ 

外１件 臣及び環境

大臣） 

新潟県 

新潟市 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成17年(調)

第１号 

伊賀市産業廃棄物処分

場水質汚濁防止等調停

17. 8.29 三重県等住

民110人 

産業廃棄物

処理業者 

①許可された産業

廃棄物以外の産業

22. 7. 6 調停打切り 

申請事件 産業廃棄物 廃棄物の撤去 

搬入業者 

処分場土地

②許可された産業

廃棄物以外の産業

所有者 廃棄物の埋立状

三重県 況、ＰＣＢ、硫化

水素及び有害化学

物質による汚染の

調査 

平成21年(調)

第２号 

医薬品研究施設大気汚

染被害防止等調停申請

21. 2.25 神奈川県住

民16人 

薬品会社 被害の未然防止、

建設計画の一部凍

21. 3. 9 移送 

事件 結、安全性調査の

継続的実施、施設

完成後の住民への

定期的情報開示及

び住民による立入

調査 

平成21年(調) 

第５号 

成田国際空港航空機騒

音調停申請事件 

21. 7.17 茨城県住民

48人 

空港会社 ①航空機による騒

音が暗騒音レベル

23. 5.11 調停打切り 

（30dB）を超えな

いこと 

②申請人の居住地

区上空飛行の差し

止め 

 ③慰謝料等の支払 

平成23年(調) 

第１号 

長崎県佐々町における

道路工事による土壌汚

23. 3. 9 長崎県住民

１人 

国土交通大

臣 

道路工事による土

壌汚染及び産業廃

23. 3.22 移送 

染被害等調停申請事件 棄物の不法投棄に

ついて 

①事実関係を十分

に認めること 

②全ての関係物質

を撤去し、それに

ついての広報を徹

底すること 

③佐々町民に対し

本件事実に基づき

謝罪すること 

平成23年(調) 

第３号 

温室効果ガスの過剰排

出に伴う生活環境被害

23. 9.16 国内住民等

108人 

電力会社等

11社 

各社事業活動に伴

う二酸化炭素排出

23.11.28 却下 

調停申請事件 法人等３団 量を1990年比29パ

体 ーセント削減する

こと 

平成23年(調) 

第４号 

温室効果ガスの過剰排

出に伴う生活環境被害

23.10. 5 大阪府等住

民10名 

電力会社等

11社 

各社事業活動に伴

う二酸化炭素排出

23.11.28 却下 

調停申請事件 量を1990年比29パ

ーセント削減する

こと 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成24年(調) 

第１号 

長野県における不法投

棄に係る廃棄物処理調

停申請事件 

24. 1.17 産業廃棄物

処理事業者 

長野県 

汚泥等の排

出事業者９

社 

 

長野県に対して、 

①廃棄物等の搬

出・処分義務の不

存在確認 

②仮に申請人が廃

棄物を搬出・処分

する場合の賠償請

求 

その他の被申請人

に対して 

③廃棄物等の搬

出・処分 

24. 3. 5 却下 

 

平成24年(調) 

第３号 

温室効果ガスの過剰排

出に伴う生活環境被害

調停申請事件 

24. 3.14 国内住民等

35人 

 

電力会社等

11社 

各社事業活動に伴

う二酸化炭素排出

量を1990年比29パ

ーセント削減する

こと 

24. 3.26 却下 

 

 

 

平成24年(調) 

第４号 

大津市における汚染土

壌の処理による水質汚

濁被害調停申請事件 

24. 3.29 滋賀県住民

231人 

香川県 

大津市 

被申請人香川県に

対し、①豊島から

汚染土壌を搬出し

ないこと、②同社

との契約を解除す

ること、 

被申請人大津市に

対し、③豊島及び

処理工場の汚染土

壌のサンプル採

取、立入調査及び

工場直下を流れる

川の水質モニタリ

ングの実施など 

24. 5.17 取下げ 

 

 

平成24年(調) 

第６号 

千葉県における航空機

騒音調停申請事件 

24. 9.24 千葉県住民

１人 

航空会社2

社 

国（代表者

国土交通大

臣） 

被申請人らに対

し、①意図的にシ

ョートカットを行

い、航空燃料を節

約、利益を上げる

行為を停止するこ

と、②国が認めた

深夜便の海上飛行

を遂行（遵守）す

ること、③申請人

に対する羽田発着

便の不法行為への

抗議により端を発

した嫌がらせ等の

行為を停止するこ

となど 

24.10.22 取下げ 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成24年(調) 手賀沼周辺における水 24.12.13 千葉県住民 千葉県 放射性物質を含む 24.12.13 移送 

第９号 質汚濁等による健康被  42人 焼却灰の一時保管

平成24年(調) 害等調停申請事件 24.12.27 施設について、 

第10号  （引継ぎ） ①一時保管施設の

外２件  25. 2.20 安全性の確保 

 25. 3.25 ②最終処分場建設

までの焼却灰搬入

の中止 

③撤去時期(平成

27年３月末)の確

約 

 

仲裁事件 

 

 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和50年(仲) 損害賠償仲裁申請事件 50.12. 4 福岡県住民 日本国有鉄 賠償請求 51. 4.26 棄却 

第１号 １人 道 （約5,000万円） 
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裁定事件 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和49年(セ)

第１号 

外１件 

富山市におけるビル建

築工事に伴う地盤沈下

による建築物損傷責任

裁定申請事件 

49. 7. 2 

49.10.21 
富山県住民

36人 
建設会社等

４社 
賠償請求 

（約12億3,000万

円） 

53. 7.22 棄却 

昭和49年(セ)

第２号 
大阪国際空港の航空機

騒音による健康被害責

任裁定申請事件 

49. 8. 3 大阪府住民

３人 
国（代表者

運輸大臣） 
賠償請求 

（約600万円） 
49.12. 3 取下げ 

昭和49年(セ)

第３号 
東京都新宿区における

地下鉄工事に伴う騒

音、振動、地盤沈下に

よる営業損害責任裁定

申請事件 

49. 8. 5 東京都住民

２人 
東京都 

建設会社 
賠償請求 

（約2,600万円） 
51.11.29 一部認容 

昭和49年(セ)

第４号 
大阪市におけるビル建

築工事に伴う地盤沈下

による建築物損傷責任

裁定申請事件 

49. 8.12 大阪府住民

１人 
建設会社外

１人 
賠償請求 

（約500万円） 
49.10. 5 取下げ 

昭和49年(セ)

第５号 

↓ 

昭和51年(調)

第16号 

長野県中野市における

カドミウム汚染による

農作物被害責任裁定申

請事件 

49. 9.20 長野県農民

445人 

ガラス製造

会社 

賠償請求 

（約8,000万円） 

51. 5.12 職権調停移行→

調停成立 

昭和50年(ゲ)

第１号 

↓ 

昭和51年(調)

第23号 

埼玉県北葛飾郡におけ

る大気汚染による健康

被害等原因裁定申請事

件 

50. 6.27 化学薬品製

造会社 
埼玉県住民

50人 
亜硫酸ガスと呼吸

器疾患等との因果

関係の有無 

51. 6.17 職権調停移行→

調停成立 

昭和50年(セ)

第１号 
東京都葛飾区における

騒音、振動による建築

物損傷等責任裁定申請

事件 

50.12. 2 東京都住民

２人 
鉄工所 賠償請求 

（約600万円） 
51. 1.19 申請不受理 

昭和51年(セ)

第１号 

↓ 

昭和52年(調)

第33号 

島根半島における廃油

汚染による漁業被害責

任裁定申請事件 

 

 

51.10. 

 

 

 

 

1 島根県漁民 

3,384人 

漁協10組合 

 

 

運輸会社 

 

 

 

 

賠償請求 

（約１億9,000万

円） 

 

 

52.10.13 

52.12.23 

 

 

 

職権調停移行 

調停成立 

 

 

 

昭和52年(セ)

第１号 

東京都新宿区(片町)に

おける地下鉄工事に伴

う騒音、振動による賃

料等損害責任裁定申請

事件 

52. 2.25 観光会社 

東京都住民

１人 

東京都 

建設会社 

賠償請求 

（約3,500万円） 

53. 2.28 取下げ（和解成

立） 

昭和54年(ゲ)

第１号 

↓ 

昭和56年(調)

第４号 

仙台湾における養殖海

苔被害原因裁定申請事

件 

54. 2.28 宮城県漁協

７組合 
仙台市 下水処理場排水と

海苔芽脱落との因

果関係の有無 

56. 

56. 

2. 2 

3.30 
職権調停移行 

調停成立 

昭和55年(セ)

第１号 
佐伯湾における養殖真

珠被害責任裁定申請事

件 

55.11.28 大分県真珠

養殖業者 
建設会社 

倉庫会社 
賠償請求 

（約3,900万円） 
58.10.17 取下げ 

昭和57年(ゲ)

第１号 

壱岐における養殖真珠

被害原因裁定申請事件 

57. 6.25 長崎県真珠

養殖業者 

芦辺町 漁港修築事業と真

珠貝へい死との因

果関係の有無 

元. 3. 6 一部認容 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和60年(セ)

第１号 

高知市における建築物

損傷等責任裁定申請事

件 

60. 9. 2 高知県住民

１人 

大規模集会

所の施工主 

施工業者 

設計管理者 

賠償請求 

（約100万円） 

60.10. 7 申請不受理 

昭和61年(セ)

第１号 

外１件 

↓ 

昭和63年(調)

第14号 

外１件 

森浦湾における養殖真

珠被害責任裁定申請事

件 

 

 

 

 

61. 

62. 

4.12 

4. 7 

漁業生産組

合 

真珠養殖業

者２人 

建設会社 

年金福祉事

業団 

和歌山県 

和歌山県土

地開発公社 

賠償請求 

（約13億7,000万

円） 

63. 

63. 

7.20 

7.21 

職権調停移行 

調停成立 

昭和62年(セ)

第２号 

外１件 

↓ 

平成元年(調)

第５号 

道路騒音等被害責任裁

定申請事件 

62. 

63. 

5.28 

2. 4 

東京都住民

133人 

国（代表者

建設大臣） 

東京都 

首都高速道

路公団 

賠償請求 

（申請人１人につ

き50万円）等 

元. 

元. 

3.22 

3.23 

職権調停移行 

調停成立 

昭和63年(ゲ)

第１号 

 

 

水俣病原因裁定申請事

件 
63. 

 

7.29 熊本県等住

民245人 

化学肥料等

製造会社 

工場廃水中のメチ

ル水銀化合物と水

俣病に罹患したこ

ととの因果関係の

有無 

63. 9.21 申請不受理 

平成２年(セ)

第１号 

↓ 

平成３年(調) 

第12号 

冷暖房室外機騒音責任

裁定申請事件 
2. 9.25 東京都住民

１人 

アパート所

有者 

賠償請求 

（約300万円） 
3.11. 5 職権調停移行→

調停成立 

平成２年(ゲ)

第１号 
商店街拡声器騒音被害

原因裁定申請事件 
2.12.28 東京都住民

１人 

国（代表者

法務大臣） 

全国商店街

連合会 

全国商店街

振興組合連

合会 

日本商工会

議所 

商店街が設置した

商業宣伝放送によ

り発生した騒音公

害と申請人が受け

た肉体的、生命

的、精神的苦痛と

の因果関係の有無 

3. 1.28 申請不受理 

平成３年(ゲ)

第１号 
下水道管埋設工事振動

被害原因裁定申請事件 
3. 9.30 東京都住民

３人 

東京都 下水道管埋設工事

と健康障害及び家

屋等の破損の因果

関係の有無 

3.11.25 申請不受理 

平成４年(セ)

第１号 

外13件 

↓ 

平成10年(調)

第１号 

小田急線騒音被害等責

任裁定申請事件 ～ 

4. 5. 

9.12. 

7 

8 
東京都住民

368人 

旅客鉄道会

社 

賠償請求 

（申請人１人につ

き50万円） 

10. 

10. 

 

10. 

4. 6 

5.23 

7.24 

職権調停移行 

一部調停成立 

一部取下げ 

一部認容 

平成８年(セ)

第１号 

↓ 

平成11年(調)

第２号 

飯塚市廃棄物悪臭被害

責任裁定申請事件 
8. 4.24 福岡県住民

５人 

 

 

 

飯塚市 賠償請求 

（申請人１人につ

き360万円） 

11. 

 

 

 

11. 

1.29 

7.13 

職権調停移行 

（飯塚市し尿処理

場等悪臭被害職権

調停事件に併合） 

調停成立 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成８年(ゲ)

第１号 

飯塚市し尿処理場等悪

臭被害原因裁定申請事

8. 4.24 福岡県住民

４人 

飯塚市 し尿処理場及びこ

れに隣接する下水

11. 

 

1.29 職権調停移行 

（飯塚市廃棄物悪

↓ 件 道終末処理場から  臭被害職権調停事

平成11年(調)

第１号 

発生する悪臭と健

康被害等との因果

 

11. 7.13 

件を併合） 

調停成立 

関係の有無 

平成９年(ゲ)

第１号 

杉並区における不燃ゴ

ミ中継施設健康被害原

9. 5.21 東京都等住

民18人 

東京都 不燃ゴミ中継施設

から排出される有

14. 6.26 一部認容 

 因裁定申請事件 害物質と健康被害

  との因果関係の有

  無 

平成10年(ゲ)

第１号 
金属板印刷工場悪臭被

害原因裁定申請事件 
10. 4.24 千葉県住民

３人 

金属板印刷

会社 

工場から排出され

る悪臭と健康被害

10. 6.22 申請不受理 

との因果関係の有

 

無 
平成11年(セ)

第１号 
小豆島採石場粉じん被

害等責任裁定申請事件 
11. 5. 6 香川県住民

２人 

香川県 

採石会社 

賠償請求 

（100万円） 
11. 6.21 申請不受理 

平成11年(セ)

第２号 
尾鷲市における養殖真

珠被害責任裁定申請事

件 

11. 8.30 三重県真珠

養殖業者 

三重県 

建設会社３

社 

賠償請求 

（約３億円） 
14. 2.18 棄却 

平成11年(セ)

第３号 
佐伯市における養殖真

珠被害責任裁定申請事

件 

11.12.27 大分県真珠

養殖業者 

国（代表者

運輸大臣） 

賠償請求 

（約6,390万円） 
15. 1.31 一部認容 

平成12年(セ)

第１号 

↓ 

平成15年(調)

第４号 

奄美大島における漁業

被害等責任裁定申請事

件 

12.11. 8 鹿児島県住

民３人 

鹿児島県 

建設会社３

社 

賠償請求 

（１億5,156万

円） 

15. 6.17 職権調停移行→

調停成立 

一部取下げ 

平成13年(セ)

第１号 
奄美大島における漁業

被害等責任裁定申請事

件 

13. 1.31 鹿児島県住

民３人 

建設会社 賠償請求 

（１億8,156万

円） 

13. 2.19 取下げ 

平成13年(セ)

第２号 
横浜市における振動･

低周波音被害責任裁定

申請事件 

13.12.27 神奈川県住

民３人 

横浜市 賠償請求 

（5,000万円） 
15. 3.31 棄却 

平成14年(セ)

第１号 

↓ 

深川市における低周波

音被害責任裁定申請事

件 

14. 1.18 北海道住民

２人 

生活協同組

合 

賠償請求 

（約1,113万円） 
  16. 

  16. 

6.30 

7. 7 
職権調停移行 

調停成立 

平成16年(調)

第２号 

平成14年(セ)

第２号 

↓ 

伊東市における製菓工

場騒音・悪臭被害責任

裁定申請事件 

14. 3.28 静岡県住民

１人 

製菓会社 賠償請求 

（約350万円） 
14.11.26 職権調停移行→

調停成立 

平成14年(調)

第３号 
平成14年(セ)

第３号 

↓ 

松戸市におけるマンシ

ョン建設粉じん・悪臭

等被害責任裁定申請事

14. 9.10 千葉県住民

３人 

建設会社２

社 

賠償請求 

（約2,300万円） 
15. 3.17 職権調停移行→

調停成立 

平成15年(調)

第２号 
件 

平成14年(セ)

第４号 

↓ 

平成16年(調)

第１号 

越谷市における印刷工

場からの悪臭による健

康被害責任裁定申請事

件  

14. 9.18 埼玉県住民

24人 

越谷市 

印刷会社 

賠償請求 

（申請人１人につ

き200万円） 

  16. 

  16. 

4.15 

4.20 
職権調停移行 

調停成立 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成14年(ゲ)

第１号 

高崎市における低周波

音被害原因裁定申請事

14.10.10 群馬県住民

１人 

スーパーマ

ーケット 

惣菜加工工場の周

囲に設置した冷凍

  17.12.20 取下げ 

件 食品会社 機等から発生する

低周波音と健康被

害との因果関係の

有無 

平成15年(ゲ)

第１号 

↓ 

大阪市におけるメッキ

工場による土壌汚染財

産被害原因裁定申請事

15. 2. 6 国（代表者

財務大臣） 

メッキ会社 工場が排出してい

た有害物質と土壌

汚染による財産被

  15. 

  15. 

5.12 

5.29 

職権調停移行 

調停成立 

平成15年(調)

第３号 

件 害との因果関係の

有無 

平成15年(ゲ)

第２号 

有明海における干拓事

業漁業被害原因裁定申

15. 

 

4.16 福岡県等漁

民19人 

国（代表者

農林水産大

国営諫早湾土地改

良事業と漁業被害

  16. 

 

9. 8 一部取下げ 

棄却 

外１件 請事件 15. 5.30 漁業協同組

合連合会 

臣） との因果関係の有

無 

  17. 8.30 

平成15年(セ)

第１号 

埼玉県伊奈町における

産業廃棄物不法投棄に

よる地盤沈下及び土壌

汚染被害責任裁定申請

15. 7.30 埼玉県住民

１人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

埼玉県 

賠償請求 

（2,704万円） 

  16. 1.21 取下げ 

事件 伊奈町 

土地の売主 

 

不動産会社 

平成15年(セ)

第２号 

香川県直島における廃

棄物処理施設に関する

責任裁定申請事件 

15.10.21 岡山県住民

１人 

香川県 賠償請求 

（３億円）等 

  15.12. 8 申請不受理 

平成15年(セ)

第３号 

↓ 

平成17年(調)

第３号 

荒川区における騒音・

低周波音被害責任裁定

申請事件 

15.11. 6 東京都住民

３人 

東京都住民

２人 

神奈川県住

民１人 

スーパーマ

賠償請求 

（申請人１人につ

き約219万円） 

  17.11.25 職権調停移行→

調停成立 

ーケット 

平成16年(ゲ)

第１号 

新潟市における道路振

動被害原因裁定申請事

16. 1.13 新潟県住民

３人 

新潟市 市道拡幅工事と家

屋破損等の被害と

  17. 3. 7 取下げ 

件 の因果関係の有無 

平成16年(ゲ)

第２号 

北海道岩内町における

地盤沈下被害原因裁定

16. 2.13 北海道住民

４人 

国（代表者

国土交通大

道路改修工事と家

屋等破損の被害と

  17. 6.30 棄却 

申請事件 臣） の因果関係の有無 

平成16年(セ)

第１号 

↓ 

平成18年(調)

第１号 

名古屋市における道路

騒音被害責任裁定申請

事件 

16. 3.18 愛知県住民

２人 

国（代表者

国土交通大

臣） 

名古屋高速

道路公社 

賠償請求 

（申請人１人につ

き約500万円） 

18. 

19. 

7.18 

4. 6 

職権調停移行 

調停成立 

平成16年(ゲ)

第３号 

富山県黒部川河口海域

における出し平ダム排

（嘱託受付)  

16. 8. 4 

（原告） 

富山県漁民

（被告） 

電力会社 

（嘱託の趣旨） 

ダムの排砂と漁業

  19. 3.28 因果関係を一部

認める 

砂漁業被害原因裁定嘱 13人 被害との因果関係

託事件 栽培組合 の有無 

平成17年(ゲ)

第１号 

茨城県北浦町における

化学物質による健康被

17. 2.14 茨城県住民

３人 

金属製品製

造会社２社 

製造会社の事業活

動等及び県の指導

21. 8.24 棄却 

害原因裁定申請事件 茨城県 監督の不行使と健

康被害との因果関

係の有無 
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付

録
　

 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成17年(セ)

第１号 

↓ 

平成17年(調)

第２号 

日野市における農薬等

による健康被害責任裁

定申請事件 

17. 3.22 東京都住民

１人 

東京都住民

３人 

賠償請求 

（3,500万円） 

  17.11. 2 職権調停移行→

調停成立 

平成17年(ゲ)

第２号 

 

銚子市における汚水に

よる土壌汚染被害等原

因裁定申請事件 

17. 5.19 ゴルフセン

ター 

千葉県住民

２人 

千葉県 排水管理の不備と

水田の損壊及び汚

水による冠水被害

との因果関係の有

無 

  19. 3.13 棄却 

平成17年(セ)

第２号 

 

伊東市における製菓工

場騒音・悪臭被害責任

裁定申請事件 

17. 5.31 静岡県住民

１人 

製菓会社 賠償請求 

（約200万円）  

  18. 6.14 取下げ 

平成17年(ゲ)

第３号 

 

大和郡山市における化

学物質による健康被害

原因裁定申請事件 

17. 6. 8 奈良県住民

１人 

ホームセン

ター 

購入したパイン集

成材に含まれてい

た有害化学物質と

健康被害との因果

関係の有無 

  18. 5.29 裁定申請却下 

平成17年(ゲ)

第４号 

 

津市における化学物質

による健康被害原因裁

定申請事件 

17. 6.14 三重県住民

２人 

建設会社 補修工事に使用し

た部材に含まれて

いた有害化学物質

と健康被害との因

果関係の有無 

  18. 5.29 裁定申請却下 

平成17年(ゲ)

第５号 

 

横浜市におけるマンシ

ョン建設工事による家

屋損傷原因裁定申請事

件 

17. 7.21 建設会社 神奈川県住

民１人 

マンション建設工

事と家屋に生じた

不具合との因果関

係の有無 

19.10. 2 取下げ 

平成17年(セ)

第３号 

↓ 

平成20年(調)

第１号 

川崎市における土壌汚

染財産被害責任裁定申

請事件 

17. 8.16 鉄道会社 学校法人 

川崎市 

賠償請求 

（約52億1,639万

円） 

18. 

20. 

7. 

5. 

5 

7 

一部取下げ 

一部認容 

平成18年(セ)

第１号 

 

渋谷区におけるビル建

設工事騒音被害等責任

裁定申請事件 

18. 1.11 東京都住民

２人 

建設会社 賠償請求 

（約336万円） 

19.11.19 一部認容 

平成18年(セ)

第２号 

外１件 

神栖市におけるヒ素に

よる健康被害等責任裁

定申請事件 

18. 

20. 

7.24 

9.29 

茨城県等住

民39人 

国（代表者

内閣総理大

臣） 

茨城県 

賠償請求 

（申請人１人につ

き300万円） 

24. 

 

5.11 一部認容 

平成18年(セ)

第３号 

↓ 

平成22年(調)

第１号 

上尾市における騒音・

低周波音被害責任裁定

申請事件 

18. 8.17 埼玉県住民

２人 

理・美容院

経営会社 

賠償請求 

（468万円）等 

22. 

23. 

1. 8 

9.15 

 

職権調停移行 

調停成立 

平成18年(ゲ)

第１号 

 

和歌山県美浜町におけ

る椿山ダム放流水漁業

被害原因裁定申請事件 

18. 9.22 漁業協同組

合 

組合員85人 

和歌山県 ダムが洪水時に放

流する濁水と漁業

被害との因果関係

の有無 

22. 6. 

 

1 棄却 

平成18年(セ)

第４号 

 

羽咋市における土壌汚

染財産被害責任裁定申

請事件 

18.10.30 電子関連機

器製造会社 

石川県 

羽咋市 

賠償請求 

（約16億6,140万

円） 

20.11.28 棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成18年(セ)

第５号 

 

久喜市における東北新

幹線振動被害責任裁定

申請事件 

18.11.30 ビジネスホ

テル 

鉄道会社 賠償請求 

（1,990万円） 

20. 7.22 棄却 

平成19年(セ)

第１号 

外１件 

↓ 

八代市における製紙工

場振動被害責任裁定申

請事件 

19. 

19. 

3.19 

9.12 

熊本県住民

11人 

製紙会社 賠償請求 

（申請人１人につ

き300万円） 

19. 

21. 

21. 

9.12 

4. 2 

5.25 

一部取下げ 

職権調停移行 

調停成立 

平成21年(調)

第３号 

平成19年(セ)

第３号 

港区における粉じん等

財産被害責任裁定申請

事件 

19. 9.25 絨毯販売会

社 

建設会社 賠償請求 

（6,784万円） 

21. 3.30 棄却 

平成19年(セ)

第４号 

 

高知県須崎市における

防波堤工事による漁業

被害責任裁定申請事件 

19.10.26 

 

 

高知県住民

７人 

 

国（代表者

国土交通大

臣） 

賠償請求 

（６億8,172万

円） 

22. 1.19 

 

 

棄却 

 

 

平成20年(セ)

第１号 

さいたま市における騒

音・低周波音被害責任

裁定申請事件 

20. 2. 1 埼玉県住民

１人 

不動産会社 

借家所有者 

賠償請求 

（約310万円） 

21. 3.30 棄却 

平成20年(セ)

第２号 

東京都における自動車

排気ガス健康被害責任

裁定申請事件 

20. 3.28 東京都住民

１人 

国（代表者

環境大臣、

国土交通大

賠償請求 

（3,600万円） 

22. 3.12 棄却 

 

 

臣）  

平成20年(セ)

第３号 

足立区における鉄道騒

音被害責任裁定申請事

件 

20. 

 

8.13 東京都住民

１人 

鉄道会社 賠償請求 

（107万円） 

 

22. 4. 2 棄却 

 

  

平成20年(ゲ)

第１号 

筑紫野市における産業

廃棄物処分場による水

20. 9.12 福岡県住民

117人 

産業廃棄物

処理業者 

廃棄物処分場排水

及び県の不適切な

24. 6.15 棄却 

 

質汚濁被害原因裁定申 福岡県 指導監督と水質環

請事件 境の悪化等の被害

との因果関係の有

無 

平成20年(ゲ)

第２号 

東京都23区における

清掃工場健康被害等原

20. 

 

9.30 東京都等住

民８人 

東京都23区

東京二十三

清掃工場から排

出される大気汚

24. 

 

6.22 棄却 

 

 因裁定申請事件   区清掃一部 染物質と生活環   

    事務組合 境の悪化及び健   

     康被害等の発生   

    との因果関係の  

    有無  

平成20年(セ)

第５号 

↓ 

横須賀市におけるビル

解体工事騒音被害等責

任裁定申請事件 

20.10.17  

 

 

神奈川県住

民１人 

 

不動産会

社 

建設会社 

賠償請求 

（40万円） 

 

21. 

 

 

1.21 職権調停移行→

調停成立 

 

平成21年(調)

第１号 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成20年(ゲ)

第３号 

札幌市における鉄粉

による財産被害原因

20.12.24 

 

建設会社 

 

鉄道会社 

 

列車による鉄粉

の飛散と社屋と

21. 

21. 

7. 8 

9.29 

職権調停移行 

調停成立 

↓ 裁定申請事件    車両の錆が発生   

平成21年(調)

第４号 

 

 

 

 

 

 

 

 

する等の被害と

の因果関係の有

 

 

 

 

     無   
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成21年(セ)

第１号 

 

 

小牧市における土壌

汚染・地盤沈下被害

責任裁定申請事件 

21. 

 

 

 

3. 9 愛知県等住

民58人 

 

 

愛知県 

独立行政

法人都市  

再生機構 

賠償請求 

 

 

21.10.20 

 

 

 

取下げ 

 

 

 

平成21年(ゲ)

第１号 

 

相模原市における振

動被害原因裁定申請

事件 

 

21. 3.16  神 奈 川 県

住民１人 

神奈川県

住民１人 

 

マッサージ機械

等の振動と健康

被害との因果関

係の有無 

21.10.26 

 

棄却 

平成21年(セ)

第２号 

高崎市における騒音

被害責任裁定申請事

件 

21. 3.19 群馬県住民

２人 

 

群馬県住

民１人 

 

賠償請求 

（100万円） 

 

21. 4.27 

 

取下げ 

平成21年(ゲ)

第２号 

外１件 

鎌倉市における振動

・低周波音による健

康被害原因裁定申請

事件 

21. 

21. 

5.27 

6.30 

神 奈 川 県

住民２人 

通信会社 携帯電話の基地

局等から発生す

る低周波音・振

動と健康被害と

の因果関係の有

無 

22. 8. 

 

2 棄却 

平成21年(セ)

第３号 

外１件 

↓ 

平成22年(調)

第２号 

北九州市における解

体工事振動被害等責

任裁定申請事件 

21. 6. 9 福岡県住民

２人 

ホテル 

建設会社 賠償請求 

（200万円） 

22. 

22. 

3.29 

4. 9 

 

職権調停移行 

調停成立 

 

平成21年(ゲ)

第３号 

 

 

 

 

仙台市における土壌

汚染・水質汚濁被害

原因裁定申請事件 

21. 6.17 仙台市 石油会社 被申請人が所有

する隣接地の汚

染と申請人が所

有する土地の土

壌汚染等との因

果関係の有無 

23. 4.18 

 

認容 

 

平成21年(ゲ) 

第４号 

 

 

三原市における低周

波音による健康被害

原因裁定申請事件 

21. 6.25 広島県住

民１人 

 

老人ホー

ム経営会

社 

建物所有

者 

被申請人らが経

営又は所有する

施設から発生す

る低周波音と申

請人の健康被害

との因果関係の

有無 

22. 9. 

 

8 棄却 

平成21年(セ)

第５号 

 

横浜市におけるマン

ション受水槽撤去工

事騒音被害等責任裁

定申請事件 

21. 

 

 

7. 2 神奈川県

住民１人 

マンショ

ン管理会

社 

建設会社 

賠償請求 

（25万円） 

22. 4. 

 

5 棄却 

平成21年(セ) 

第６号 

 

 

深谷市における工場

操業に伴う騒音・低

周波音被害責任裁定

申請事件 

21. 7. 3 埼玉県住

民１人 

合成樹脂

加工会社 

 

賠償請求 

（3,265万円） 

 

  

平成21年(ゲ) 

第６号 

 

 

神栖市における騒音

・振動による健康被

害原因裁定申請事件 

21. 7. 8 茨城県住

民１人 

氷の販売

業者 

被申請人が所有

する機械から発

生する騒音・振

動と申請人の健

康被害との因果

関係の有無 

21. 8. 

 

5 取下げ 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成21年(ゲ) 

第７号 

外１件 

 

 

静岡県東伊豆町にお

ける風力発電施設か

らの低周波音による

健康被害原因裁定申

請事件 

 

 

21. 7.21 

21.11. 9 

 

 

静岡県住

民12人 

 

風力発電

会社 

 

 

 

被申請人が稼働

させている風力

発電施設から発

生する超低周波

・低周波騒音と

申請人の健康被

害との因果関係

の有無 

21.10. 

23. 2. 

7 

8 

一部取下げ 

取下げ 

平成21年(セ) 

第７号 

 

播磨灘における養殖

のり被害責任裁定申

請事件 

21. 

 

7.22 兵庫県住

民２人 

電力会社 賠償請求 

（5,000万円） 

23. 4.27 

 

棄却 

平成21年(ゲ) 

第８号 

 

 

神栖市における騒音・振

動による健康被害原因裁

定申請事件 

 

 

21. 8. 5 茨城県住

民１人 

氷の販売

業者 

被申請人が所有

する機械から発

生する騒音・振

動と申請人の健

康被害との因果

関係の有無 

22. 6. 7 棄却 

平成21年(ゲ) 

第９号 

外１件 

 

 

 

熊本県南関町におけ

る道路工事による水

質汚濁被害原因裁定

申請事件 

 

 

21. 9.18 

 

21.10. 8 

 

熊本県住

民２人 

法人 

熊本県南

関町 

被申請人が施工

した道路工事と

申請人らが使用

する井戸の水質

汚濁との因果関

係の有無 

24. 4. 4 棄却 

平成21年(ゲ) 

第11号 

 

 

 

 

横浜市におけるマン

ション高圧受電設備

からの低周波音によ

る健康被害原因裁定

申請事件 

21.10.30 

 

 

 

神奈川県

住民１人 

マンショ

ン管理会

社 

マンショ

ン管理組

合 

被申請人らが管

理する受電設備

から発生する低

周波音と申請人

の健康被害との

因果関係の有無 

22. 9.24 取下げ 

平成21年(セ) 

第８号 

東広島市における工

場騒音による健康被

害等責任裁定申請事

件 

21.11.13 

 

広島県住

民１人 

自動車部

品等製造

会社 

 

賠償請求 

（800万円） 

 

23. 3.22 棄却 

平成21年(ゲ) 

第13号 

 

 

横浜市における飲食

店・道路からの低周

波音による健康被害

原因裁定申請事件 

21.11.16 

 

神奈川県

住民１人 

飲食店 

国（代表

者国土交

通大臣） 

被申請人らが発

生させる低周波

音と申請人の健

康被害との因果

関係の有無 

24. 6.25 棄却 

平成21年(セ) 

第９号 

 

新宿区における養犬

場からの騒音被害責

任裁定申請事件 

21.11.16 東京都住

民１人 

東京都住

民１人 

賠償請求 

（82万円） 

 

21.12. 

 

7 取下げ 

 

 

平成21年(セ) 

第10号 

 

入間市における工場

騒音被害責任裁定申

請事件 

21.11.20 埼玉県住

民２人 

薬品等製

造会社、

不動産会

社、工場

土地所有

者 

賠償請求 

（807万円） 

23.11.28 

 

 

棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成21年(ゲ) 

第14号 

 

 

高崎市における給湯

器騒音による健康被

害原因裁定申請事件 

21.12.10 

 

群馬県住

民２人 

群馬県住

民、住宅

の施工会

社、給湯

器製造会

社 

被申請人らが製

造、設置、使用

する給湯器から

発生する低周波

音と申請人の健

康被害との因果

関係の有無 

23. 6.10 

 

取下げ 

 

平成21年(セ) 

第11号 

渋谷区におけるマン

ション騒音による健

康被害等責任裁定申

請事件 

21.12.24 

 

東京都住

民１人 

グラフィ

ックデザ

イン業者 

賠償請求 

（261万円） 

 

 

23. 6.27 棄却 

平成21年(セ) 

第12号 

熊本県大津町におけ

るマンション給排水

設備等からの騒音等

による健康被害等責

任裁定申請事件 

21.12.24 

 

熊本県住

民２人 

不動産所

有者１人 

不動産会

社 

賠償請求 

（約3,404万円） 

 

 

23. 2. 7 棄却 

平成22年(ゲ)

第１号 

↓ 

平成22年(調)

第５号 

 

大田区における工場

騒音・低周波音によ

る健康被害原因裁定

申請事件 

22. 4. 1 東京都住

民２人 

プラスチ

ック加工

会社 

プラスチック加

工工場から発生

する騒音・低周

波音と申請人ら

の健康被害との

因果関係の有無 

22. 9.30 

22.10. 6 

職権調停移行 

調停成立 

 

平成22年(セ)

第１号 

神埼市における水利

工事による振動被害

責任裁定申請事件 

22. 4. 5 佐賀県住

民１人 

国（代表

者農林水

産大臣） 

賠償請求 

（3,600万円） 

 

24. 6.13 棄却 

平成22年(セ)

第２号 

外１件 

福岡県遠賀町におけ

るペット火葬場大気

汚染等による健康被

害等責任裁定申請事

件 

22. 4.28 

22.10.25 

 

福岡県住

民２人 

福岡県 

遠賀町 

遠賀町農

業委員会 

遠賀中間

地域広域

行政事務

組合 

福岡県住

民４名 

賠償請求 

（(第２号：4,300万

円 、 第９ 号：

2,470万円）等 

23. 5.12 一部却下 

一部棄却 

平成22年(ゲ)

第２号 

島根県吉賀町におけ

るトンネル工事によ

るヒ素汚染漁業被害

原因裁定申請事件 

22. 5.17 漁業協同

組合 

島根県 トンネル工事に

より河川内にヒ

素が流出したこ

とと漁業被害と

の因果関係の有

無 

23. 5.26 取下げ 

平成22年(ゲ)

第３号 

文京区におけるマン

ション工事による振

動被害原因裁定申請

事件 

22. 5.27 文化財保

存・管理

法人 

不動産会

社 

建設会社 

マンション建設

工事と申請人の

所有・管理する

建物の損害との

因果関係の有無 

24.10.12 取下げ 

平成22年(セ)

第３号 

宮崎市における道路

工事による土壌汚染

被害責任裁定申請事

件 

22. 6. 2 宮崎県住

民１人 

宮崎県 賠償請求 

（約920万円） 

 

24. 3.27 棄却 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年月日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成22年(セ)

第４号 

↓ 

平成24年(調)

第２号 

宮崎市における交通

騒音による健康被害

等責任裁定申請事件 

22. 6.29 宮崎県住

民２人 

国（代表

者国土交

通大臣） 

宮崎県 

賠償請求 

(約7,702万円) 

24. 

24. 

2.22 

4. 7 

職権調停移行 

調停成立 

平成22年(セ)

第５号 

文京区におけるマン

ション解体工事によ

る振動被害等責任裁

定申請事件 

22. 7.23 東京都住

民２人 

建物解体

会社 

賠償請求 

（約262万円） 

 

23.12.20 一部認容 

平成22年(セ)

第６号 

葛飾区におけるマン

ション工事による振

動被害等責任裁定申

請事件 

22. 7.23 東京都住

民１人 

不動産会

社 

 

賠償請求 

（1,000万円） 

 

23. 9.26 棄却 

平成22年(セ)

第７号 

中野区における道路

換気所からの低周波

音による健康被害等

責任裁定申請事件 

22. 8.20 東京都住

民２人 

道路会社 賠償請求 

(約1,235万円)等 

24. 5.25 棄却 

平成22年(ゲ)

第４号 

葛飾区における電気

通信設備からの騒音

等による健康被害原

因裁定申請事件 

22. 9. 9 東京都住

民１人 

通信会社 携帯電話の基地

局等から発生す

る騒音又は振動

（低周波音及び

低周波振動を含

む）と健康被害

との因果関係の

有無 

  

平成22年(セ)

第８号 

小平市における公衆

浴場煙突からの大気

汚染による財産被害

等責任裁定申請事件 

22.10. 7 東京都住

民１人 

公衆浴場

経営者 

賠償請求 

（約201万円） 

 

24. 5.25 棄却 

平成22年(ゲ)

第５号 

↓ 

平成23年(調)

第５号 

川口市における住宅

工事に伴う大気汚染

等による健康被害原

因裁定申請事件 

22.11. 8 埼玉県住

民１人 

住宅施工

会社 

住宅工事と申請

人の健康被害と

の因果関係の有

無 

23.10.18 

23.11.21 

職権調停移行 

調停成立 

平成22年(ゲ)

第６号 

多摩市における道路

交通振動による財産

被害等原因裁定申請

事件 

22.11.12 東京都住

民１人 

東京都 道路交通振動と

申請人の家屋の

損傷及び健康被

害との因果関係

の有無 

23. 4.22 取下げ 

平成22年(ゲ)

第７号 

鎌ケ谷市における医

療施設からの騒音等

による健康被害原因

裁定申請事件 

22.12. 2 千葉県住

民１人 

医療法人 

同法人経

営者 

医療施設の厨房

のボイラー及び

エアコン室外機

から発生する騒

音等と申請人の

健康被害との因

果関係の有無 

24. 8.27 棄却 

平成22年(セ)

第10号 

松戸市における建設

工事からの騒音によ

る慰謝料等責任裁定

申請事件 

22.12. 6 千葉県住

民１人 

建設会社 賠償請求 

（180万円） 

 

24. 9.10 一部認容 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年月日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成22年(セ)

第11号 

焼津市における金属

加工場からの振動・

騒音による慰謝料責

任裁定申請事件 

22.12.27 静岡県住

民１人 

金属加工

会社 

焼津市 

静岡県 

賠償請求 

（300万円） 

 

24.12. 5 棄却 

平成23年(ゲ)

第１号 

↓ 

平成24年(調)

第８号 

宮古島市における海

中公園工事による水

質汚濁被害原因裁定

申請事件 

23. 2. 4 沖縄県住

民１人 

エコツア

ー企画運

営会社 

宮古島市 海中公園工事に

おける水質汚濁

とサンゴ礁等の

被害との因果関

係の有無 

24.12. 3 

24.12.17 

職権調停移行 

調停成立 

平成23年(セ)

第１号 

千代田区における鉄

道等からの騒音被害

責任裁定申請事件 

23. 2.21 不動産会

社 

鉄道会社 賠償請求 

(日額 9,000円 ) 

等 

  

平成23年(ゲ)

第２号 

外２件 

寝屋川市における廃

棄物処理施設からの

大気汚染による健康

被害原因裁定申請事

件 

23. 3. 1 

24. 1.25 

24.12.26 

大阪府等

住民73人 

 

廃プラ処

理会社 

北河内４

市リサイ

クル施設

組合 

廃プラ処理施設

から排出される

有害化学物質と

申請人らの健康

被害との因果関

係の有無 

  

平成23年(ゲ)

第３号 

↓ 

平成23年(調)

第２号 

中央区における飲食

店からの騒音被害原

因裁定申請事件 

23. 3. 2 東京都住

民１人 

レストラ

ン運営会

社 

飲食店の来店客

の喚声等と申請

人の精神的被害

との因果関係の

有無 

23. 

23. 

9.12 

9.26 

職権調停移行 

調停成立 

平成23年(ゲ)

第４号 

島原市における養豚

場等からのし尿によ

る水質汚濁被害原因

裁定申請事件 

23. 3. 7 食品製造

会社 

畜産会社

３社 

畜産事業

者１人 

 

養豚場等から排

出されるし尿と

申請人所有の井

戸水の汚染との

因果関係の有無 

  

 

 

平成23年(セ)

第２号 

芦屋市におけるマン

ション工事からの騒

音・振動による慰謝

料等責任裁定申請事

件 

23. 3.10 兵庫県住

民１人 

不動産会

社 

建設会社 

賠償請求 

（約361万円） 

 

24. 8. 7 棄却 

平成23年(セ)

第３号 

吹田市におけるマン

ション工事による騒

音・振動被害責任裁

定申請事件 

23. 

 

4.21 大阪府住

民８人 

マンショ

ン分譲会

社４社 

建設会社 

賠償請求 

（2,640万円） 

 

24. 6.11 棄却 

平成23年(セ) 

第４号 

羽生市における医療

廃棄物による土壌汚

染財産被害責任裁定

申請事件 

23. 

 

4.22 埼玉県住

民１人 

土地・建

物の売主 

賠償請求 

（約1,018万円） 

 

 

24. 1.30 取下げ 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年月日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成23年(ゲ) 

第５号 

高槻市におけるエア

コン室外機からの騒

音・低周波音による

健康被害原因裁定申

請事件 

23. 6.16 大阪府住

民２人 

不動産会

社 

賃貸住宅

所有者 

賃貸住宅に設置

されたエアコン

室外機12機から

発生した騒音及

び低周波と申請

人らの健康被害

との因果関係の

有無 

  

平成23年(セ) 

第５号 

伊勢崎市における道

路振動等による財産

被害責任裁定申請事

件 

23. 6.17 群馬県住

民１人 

伊勢崎市 賠償請求 

（約162万円） 

 

23. 9.14 取下げ 

平成23年(セ) 

第６号 

原子力発電設備から

の排出物質に係る大

気汚染等による生活

環境被害責任裁定申

請事件 

23. 6.21 東京都住

民１人 

電力会社 賠償請求 

（約13万円）等 

 

24. 6.22 一部却下 

一部棄却 

平成23年(ゲ) 

第６号 

原子力発電設備から

の排出物質に係る大

気汚染等による生活

環境被害原因裁定申

請事件 

23. 6.21 東京都住

民１人 

電力会社 原子力発電所に

おける原子炉の

運転等に際して

排出された核燃

料物質等の大気

汚染と申請人が

受けた放射線被

曝との因果関係

の有無 

24. 6.22 棄却 

平成23年(セ) 

第７号 

港区におけるビル換

気用設備からの騒音

による慰謝料責任裁

定申請事件 

23. 7.14 東京都住

民１人 

土地信託

会社 

賠償請求 

（100万円） 

 

24. 4. 6 棄却 

平成23年(セ) 

第８号 

八潮市における道路

工事等による振動被

害等責任裁定申請事

件 

23. 7.22 埼玉県住

民１人 

埼玉県 

建設会社

３社 

 

賠償請求 

（2,160万円） 

 

24.11. 1 棄却 

平成23年(セ) 

第９号 

名古屋市における鉄

道等からの騒音被害

責任裁定申請事件 

23. 7.22 愛知県住

民４人 

 

名古屋市 

道路公社 

鉄道会社

賠償請求 

（2,000万円） 

 

  

３社 

平成23年(ゲ) 

第７号 

加須市における地下

水汲上げによる地盤

沈下被害原因裁定嘱

託事件 

(嘱託受付) 

23. 9. 7 

(原告) 

埼玉県住

民１人 

 

(被告) 

埼玉県住

民２人 

原告所有地の境

界線付近に設置

した井戸からの

地下水の汲み上

げと原告が所有

する土地の地盤

沈下等との因果

関係の有無 
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付

録
　

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年月日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成23年(ゲ) 

第８号 

富士市における医療

施設等からの騒音・

低周波音による健康

被害原因裁定申請事

23. 9.20 静岡県住

民２人 

医療施設

運営会社 

医療法人 

病院等施設の空

調室外機等から

発生する騒音・

低周波音と申請

25. 3.11 棄却 

件 人らの健康被害

との因果関係の

有無 

平成23年(セ) 

第10号 

茅ヶ崎市における小

売店舗からの騒音・

低周波音による慰謝

料等責任裁定申請事

件 

23. 9.29 神奈川県

住民１人 

スーパー

マーケッ

ト経営会

社 

賠償請求 

（約433万円） 

 

  

平成23年(ゲ) 

第９号 

鹿児島県馬毛島にお

ける開発工事による

漁業被害原因裁定申

23.11.29 鹿児島県

住民13人 

土地開発

会社 

飛行場建設工事

において森林伐

採を行った結果

  

請事件 、土砂が周辺海

域に流れ込み海

洋汚染を生じた

ことと漁業被害

の因果関係の有

無 

 

 

平成23年(セ) 

第11号 

栃木県野木町におけ

る土壌汚染財産被害

責任裁定申請事件 

23.11.30 栃木県住

民１人 

不動産会

社 

賠償請求 

（約3,758万円） 

 

24.10.22 却下 

平成23年(セ) 

第12号 

岐阜県笠松町におけ

る騒音等による財産

被害等責任裁定申請

事件 

23.12. 8 岐阜県住

民１人 

岐阜県 

食品会社

４社 

惣菜製造

賠償請求 

（約3,782万円） 

 

  

事業協同

組合 

平成23年(ゲ) 

第10号 

福岡県寺内ダム下流

域における養殖のり

被害原因裁定申請事

件 

23.12.20 川海苔製

造販売会

社２社 

独立行政

法人水資

源機構 

ダム建設事業に

よって行った工

事及びその後の

管理により、河

  

川の水量が減少

したために富栄

養化が進み水質

の悪化をもたら

したこと等と川

海苔製造被害と

の因果関係の有

無 

 

平成23年(セ) 

第13号 

甲州市における工場

からの騒音・低周波

音による健康被害責

任裁定申請事件 

23.12.27 山梨県住

民１人 

清涼飲料

水製造会

社 

賠償請求 

（約22万円） 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年月日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成23年(ゲ) 

第11号 

沼津市における工場

からの騒音・振動被

害原因裁定申請事件 

23.12.27 静岡県住

民１人 

建設会社 切削・打撃音、

加工部材の積み

込み等による騒

音・振動と申請

人の精神的損害

との因果関係の

有無 

24. 7.31 取下げ 

平成24年(ゲ) 

第１号 

安来市における宅地

造成工事による地盤

沈下被害原因裁定申

請事件 

24. 1.23 島根県住

民１人 

建設会社 隣接地の宅地造

成を行った際、

盛土等の圧力に

より造成土砂を

地盤沈下させた

ことに伴う土圧

、水圧と申請人

所有の建物の破

損等との因果関

係の有無 

  

平成24年(セ) 

第１号 

刈谷市における産業

廃棄物処理施設から

の振動・騒音被害責

任裁定申請事件 

24. 2. 1 ガソリン

スタンド 

愛知県住

民１人 

産業廃棄

物処理業

者 

賠償請求 

（約1,780万円）

等 

 

  

平成24年(セ) 

第２号 

↓ 

平成24年(調)

第５号 

大田区におけるビル

解体工事による騒音

被害等責任裁定申請

事件 

24. 2.15 東京都住

民１人 

不動産会

社 

賠償請求 

（10万円） 

 

24. 

24. 

4.26 

5.18 

職権調停移行 

調停成立 

平成24年(ゲ) 

第３号 

外１件 

野田市における廃棄

物処理施設からの大

気汚染等による健康

被害原因裁定申請事

件 

24. 

25. 

3. 7 

3.11 

千葉県住

民23人 

産業廃棄

物処理業

者 

施設の操業に伴

って排出された

化学物質と申請

人らに生じた健

康被害との因果

関係の有無 

  

平成24年(ゲ) 

第４号 

↓ 

平成24年(調)

第７号 

神栖市におけるビル

解体工事等による振

動被害原因裁定申請

事件 

24. 3. 8 茨城県住

民１人 

建物解体

会社 

ビル解体工事と

申請人住居の損

害との因果関係

の有無 

24.11.28 

24.12.19 

職権調停移行 

調停成立 

平成24年(ゲ) 

第５号 

武蔵野市における騒

音・低周波音被害原

因裁定申請事件 

24. 4. 4 東京都住

民１人 

医療法人 病院の空調室外

機から発生する

騒音等と申請人

に生じている騒

音被害との因果

関係の有無 

  

平成24年(セ) 

第３号 

外１件 

江東区におけるマン

ション工事における

騒音・振動・低周波

音被害責任裁定申請

事件 

24. 

24. 

4.20 

7. 6 

東京都住

民５人 

 

不動産会

社 

 

 

 

賠償請求 

（492万円） 
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付

録
　

 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年月日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成24年(セ) 

第４号 

岩国市におけるポン

プ場建設工事による

騒音・振動・地盤沈

下被害責任裁定申請

事件 

24. 6.15 山口県住

民１人 

岩国市 賠償請求 

（約6,740万円） 

 

  

平成24年(ゲ) 

第６号 

京都市における体育

施設からの騒音によ

る健康被害原因裁定

申請事件 

24. 6.19 京都府住

民２人 

体育施設

運営法人 

体育施設の機械

・音楽騒音及び

コーチ・会員が

発生させる騒音

と申請人らの健

康被害との因果

関係の有無 

24. 7.24 一部取下げ 

平成24年(セ) 

第６号 

品川区における鉄道

騒音被害責任裁定申

請事件 

24. 8.13 東京都住

民１人 

鉄道会社 賠償請求 

（約880万円） 

 

  

平成24年(セ) 

第７号 

大田区における鉄道

工事からの振動等に

よる財産被害等責任

裁定申請事件 

24. 8.31 機械製造

会社 

鉄道会社 賠償請求 

（8,960万円） 

 

25. 3.11 棄却 

平成24年(セ) 

第８号 

福津市における下水

道処理施設建設工事

からの騒音・振動等

による財産被害等責

任裁定申請事件 

24. 9.20 福岡県住

民１人 

福津市 

地方共同

法人日本

下水道事

業団 

賠償請求 

（1,140万円） 

 

  

平成24年(ゲ) 

第７号 

千葉市における地盤

沈下被害原因裁定申

請事件 

24.10.25 千葉県住

民３人 

千葉県 千葉県企業庁の

実施した埋立て

後の後養生不備

と申請人ら住宅

の損害との因果

関係の有無 

  

平成24年(ゲ) 

第８号 

栃木県壬生町におけ

る地盤沈下被害原因

裁定申請事件 

24.10.26 栃木県住

民２人 

栃木県住

民１人(ク

リーニン

グ店経営) 

申請人所有地に

隣接した洗濯工

場の井戸からの

地下水の汲み上

げと申請人が所

有する土地の地

盤沈下との因果

関係の有無 

  

平成25年(セ) 

第１号 

大東市における工場

からの排出物質に係

る大気汚染等による

財産被害等責任裁定

申請事件 

25. 1. 9 大阪府住

民14人 

金属加工

会社 

賠償請求 

（約5,992万円） 

  

平成25年(ゲ) 

第１号 

大東市における工場

からの排出物質に係

る大気汚染等による

財産被害等原因裁定

申請事件 

 

25. 1. 9 大阪府住

民14人 

金属加工

会社 

工場から排出さ

れるガスと申請

人らの家屋の損

傷及び健康被害

との因果関係の

有無 
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事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年月日 
申 請 人 被申請人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

平成25年(セ) 

第２号 

小平市における騒音

による健康被害責任

裁定申請事件 

25. 1.22 東京都住

民１人 

東京都住

民１人(歯

科医院経

賠償請求 

（70万円） 

25. 3.22 取下げ 

営) 

平成25年(セ) 

第３号 

尼崎市における振動

等による財産被害責

任裁定申請事件 

25. 1.28 兵庫県法

人 

尼崎市 

建設会社 

コンサル

賠償請求 

（233万円） 

  

ティング

会社 

平成25年(セ) 

第４号 

燕市における振動等

による財産被害責任

裁定申請事件 

25. 2. 4 新潟県住

民１人 

新潟県 

建設会社

２社 

賠償請求 

（約１億2,633万

円） 

  

燕市 

平成25年(ゲ) 

第２号 

静岡市における廃棄

物処理施設からの排

出物質による健康被

25. 2.14 静岡県住

民１人 

静岡市 廃棄物処理業者

が起こした火災

事故で流出した

  

害原因裁定申請事件 廃油、廃塗料に

よる地下水の汚

染を被申請人が

放置したことと

申請人が在住す

る町内の住民の

発癌率の増加と

の因果関係の有

 

無 

平成25年(ゲ) 

第３号 

七尾市における低周

波音による健康被害

原因裁定嘱託事件 

(嘱託受付) 

25. 2.19 

(原告) 

石川県住

民３人 

(被告) 

撚糸工場

操業者 

(補助参加) 

機械製造

会社 

被告の工場の機

械から発生した

低周波音と原告

らに生じた心身

の障害との因果

関係の有無 

  

平成25年(セ) 

第５号 

秦野市における道路

騒音・振動による財

産被害等責任裁定申

25. 2.21 神奈川県

住民１人 

秦野市 賠償請求 

（500万円） 

  

請事件 

平成25年(ゲ) 

第４号 

仙台市における土壌

汚染・水質汚濁被害

原因裁定申請事件 

25. 2.22 石油販売

会社 

石油販売

会社給油

所跡地近

傍地の所

有権者３

人 

申請人が行って

いた給油所の事

業活動・解体工

事と被申請人ら

土地の土壌汚染

等との因果関係

は存しない 

  

平成25年(セ) 

第６号 

小平市における騒音

による健康被害責任

裁定申請事件 

25. 3.22 東京都住

民１人 

医療法人 賠償請求 

（70万円） 

  

平成25年(セ) 

第７号 

海老名市における解

体工事による振動被

害責任裁定申請事件 

25. 3.25 神奈川県

住民１人 

建設会社 賠償請求 

（2,176万円） 
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義務履行勧告事件 

事 件 番 号 事 件 
申請受付 

年 月 日 
申 請 人 申請の趣旨 

終 結 

年月日 
終 結 区 分 

昭和62年(リ)

第１号 
大阪国際空港騒音調停

申請事件の調停条項に

係る義務履行勧告申出

62. 3. 3 大阪府住民451人

（大阪国際空港騒

音調停申請事件に

大阪国際空港騒音調停

申請事件に係る昭和53

年３月16日成立の調停

3. 2.25 取下げ 

事件 おける大阪グルー 条項第２項に定める義

プの申請人） 務の履行 
平成９年(リ) 

第１号 
冷暖房室外機騒音職権

調停事件の調停条項に

係る義務履行勧告申出

 9. 8.26 東京都住民１人
（冷暖房室外機騒

音責任裁定申請事

冷暖房室外機騒音被害

職権調停事件に係る平

成３年11月５日成立の

10. 4.27 勧告をしない決

定 

事件 件の申請人） 調停条項第２、３及び

５項に定める義務の履

行 
平成17年(リ) 

第１号 
深川市における低周波

音被害職権調停事件の

調停条項に係る義務履

17. 6.16 北海道住民１人
（深川市における

低周波音被害責任

深川市における低周波

音被害職権調停事件の

調停条項に係る平成16

18. 6.16 勧告をしない決

定 

行勧告申出事件 裁定申請事件の申 年７月７日成立の調停

請人） 条項に定める義務の履

行（調停条項に基づく

排気ダクトの設置によ

る新たな低周波音の発

生） 
平成20年(リ)

第１号 

伊東市における製菓工

場騒音・悪臭被害職権

調停事件の調停条項に

20. 6.24 静岡県住民１人

（伊東市における

製菓工場騒音・悪

伊東市における製菓工

場騒音・悪臭被害職権

調停事件に係る平成14

21. 2. 9 勧告をしない決

定 

係る義務履行勧告申出 臭被害職権調停事 年11月26日成立の調停

事件 件の申請人） 条項第１項に定める義

務の履行 

平成20年(リ)

第２号 

飯塚市し尿処理場等悪

臭被害職権調停事件の

調停条項に係る義務履

20.11.17 福岡県住民１人

（飯塚市し尿処理

場等悪臭被害職権

飯塚市し尿処理場等悪

臭被害職権調停事件の

調停条項に係る平成11

22. 1.25 一部勧告 

行勧告申出事件 調停事件の申請 年７月13日成立の調停

人） 条項第２、５項

(１)(２)に定める義務

の履行 

平成24年(リ)

第１号 

上尾市における騒音・

低周波音被害職権調停

事件の調停条項に係る

24. 5.29 埼玉県住民２人

（上尾市における

騒音・低周波音被

上尾市における騒音・

低周波音被害職権調停

事件の調停条項に係る

24. 8.16 取下げ 

義務履行勧告申出事件 害職権調停事件の 平成23年９月15日成立

申請人） の調停条項第１～３項

に定める義務の履行 

 




